
























































































































３ ケーキが一つあって、A、Bの二人のうち Aさんにはナイフでカットする権限が、Bさんには Aさんがカットした後の自
分の取り分を決める権限が与えられているとしよう。二人はできる限り折半になるように努力するに違いない。ルールが同
じで参加者が増えていくのであれば、当然各自のケーキの取り分は小さくなっていく。ところが、もしこのケーキカット
ゲームに参加しているプレイヤーの一人が何日もろくに食べていなく、しかもナイフをふりまわしているとしたらゲームは
どうなるだろうか。
４ ゲームは自分の行動と相手の行動を同時に行うゲームと、または時間をおいて相手の行動を確認してから自分の行動をと
るゲームに分けられる。前者を同時ゲームと言い、典型的事例としてじゃんけんがある。また、後者を交互ゲームと言い、典
型的事例として囲碁や将棋等がある。
２．なぜ、北朝鮮はミサイルを発射したのか。
　では、上述の内容をふまえて、なぜ、北朝鮮がミサイル発射を敢行したのかを簡単な交互ゲーム４を用いて米朝そ
れぞれの損得を明らかにしていきたい。＜図１＞は北朝鮮のミサイル発射のような軍事的挑発が米朝にどのような
利害をもたらすかを示している。
　まずは、このゲームのナッシュ均衡解を求めたい。このゲームには２つのナッシュ均衡解５が存在するが、１つは
北朝鮮の軍事的挑発戦略と米国の対話戦略であり、（②、④）の組み合わせである。もう一つは、北朝鮮の現状維持
戦略と米国の圧力戦略であり、（①、③）の組み合わせである。
　二つの均衡解のうち、まず、（②、④）の組み合わせについて解説を試みたい。北朝鮮は自国が軍事的挑発戦略を
実行する際、米国が対話つまり、二国間協議のテーブルにつくという強い確信を持ってこの戦略に臨む。なぜなら
ば、北朝鮮が軍事的挑発戦略を実行した後、米国が北朝鮮との対話を受け入れることで得られる米国の報酬（利得）
ａは、米国が北朝鮮に対し圧力をかけることにより得られる報酬ｂ６より大きいため、米国にとっては対話がベスト
の選択となる。この解は、北朝鮮の確信がそのまま実現された場合である。
　２番目の均衡解であるが、北朝鮮の現状維持に対し、米国が圧力をかける戦略の組み合わせである。ここで、注
意しなければならないのは、現状維持戦略の中身である。このゲームでは、北朝鮮は長距離ミサイルの発射、核開
発疑惑などの軍事挑発的戦略はとらないが、かつてのように、偽ドル札、偽タバコ、麻薬、マネーロンダリング等々
のような戦略は継続していくことを想定している。つまり、国際社会における北朝鮮の危険度が頂点まで達してい
ない段階を設定した場合であり、別の言い方をすれば、周辺国を驚愕させるミサイル発射のような挑発的軍事行動
の放棄である。もしも北朝鮮が軍事的挑発行動をとれば、米国は逆に北朝鮮を威嚇する目的でかつてないほど大規
模の軍事訓練を敢行する。そして、‘今のうちに、もしも、ミサイル発射のようなことを準備しているのであれば、
それをやめて－５ではなく、２の報酬を得なさい’と北朝鮮を威嚇する。北朝鮮は米軍の大規模の軍事訓練のよう
な威嚇行動をみて、米軍との軍事衝突より報酬が大きい現状維持戦略をとるようになる。米国は威嚇戦略（＝現状
維持）が成功したことにより、８の報酬を得る。しかし、この均衡解は北朝鮮が米国の威嚇を信頼しなければ成立
－７６－
５ 大雑把に言うと、プレイヤーが互いに他の戦略をとる誘引がなくなった戦略の組み合わせのことを指す。
６ 米国の強硬策が北朝鮮にとっては不利であると同時に、米国にとっても決してよくないことが簡単に推測できる。たとえ、
北朝鮮との軍事対決で勝つことができたとしても米国の犠牲も伴うからである。また、イラクでも学習したように、終戦後
の北朝鮮社会が米国の思惑通りに安定していくという保障はどこにもないのである。
注）米国の報酬が－５＜ｂである理由は、米国が北朝鮮との軍事衝突に勝つことを前提としているからである。ま
た、ｂ＜ａである理由は、軍事衝突で勝ったとしても自国民の人命や財産の損失が発生するため、対話により得
られる報酬よりは小さいと考えているからである。
＜図１＞ミサイル発射ゲーム
できないものである７。なぜならば、北朝鮮が軍事的挑発戦略をとった段階で、米国のベストの戦略は対話となるか
らである。
　結論的にいうと、北朝鮮はこのゲームにおいて、根拠のないため実現不可能な米国の威嚇戦略を自ら取り除き、
（①、③）のナッシュ均衡解を実現不可能とし、もう一つのナッシュ均衡解のなかで自国の戦略であるミサイル発射
戦略を大胆にも敢行したのである。
　北朝鮮が米国の自国に対する軍事行動を含めた圧力が不可能として考える理由は、韓国と北朝鮮の軍事境界線か
ら６０㎞ほどしか離れておらず、世界経済のなかでトップテンの位相を誇る韓国の首都ソウルは北朝鮮にとっては人
質のようなものだからである。また、北朝鮮の長距離弾道ミサイルは日本も射程圏内に入っているということか
ら、日本も韓国と類似した立場におかれていると言える。そのため、米国の北朝鮮に対する軍事攻撃の実現可能性
は非常に低い。これまで米国は複数の国に対して軍事攻撃を行なったが、同盟国である韓国や日本が人質として捕
られた格好になっているため、北朝鮮同様の強気の戦略へ転じることができないのである。ゲーム理論では、約束
を破ったプレイヤーに対し非常に厳しいペナルティーを加えるトリガー戦略というものがある。普通であれば、何
度も裏切り行為を繰り返す北朝鮮に対し米国はトリガー戦略をとれたはずだが、上述の日韓両国の人質化が過去に
おいて米国の超強硬的選択肢である軍事行動をできないようにしてきたのである。
３．条件付きのゲームへ
　では、米国は北朝鮮のミサイル発射に弱腰となり、交渉テーブルに着くしかないだろうか。そうだとすれば、米
国はその後の交渉で北朝鮮に引きずられていく可能性が高い。このような状況の連続が１９９３年以来継続している。
＜図１＞に示された北朝鮮の威嚇ゲームを止めさせる方法はないだろうか。ゲーム理論の枠で説明できるものが一
つあり、枠外のものが一つある。後者については後述したい。
　ここでは、米国がゲームのルールを変更することを考えたい。そのルールの変更とは米国が北朝鮮に条件付きの
－７７－
注）本来は最後の米国の戦略として、協力的戦略に対しては非協力的戦略、非協力的戦略に対しては協力的戦略があるが、ゲームの簡
素化のために、非現実的な選択は取り除いてある。つまり、北朝鮮が核開発を継続するのに米国が無条件に北朝鮮を支援したり、逆
に、北朝鮮が核開発を放棄したのに米国が軍事攻撃を敢行したりする選択肢は非現実的だという理由で、ゲームの技としてかいてい
ない。また、北朝鮮の③戦略の代替戦略として核開発の放棄が考えられるが、これまでの北朝鮮の取ってきた戦略のいきさつを見る
と実現可能性は限りなくゼロに近いため、描いていない。
＜図２＞条件付きの米朝ゲーム
７ ただし、米国が北朝鮮の報酬を５以上にすれば実現できる。しかし、‘悪の枢軸’とまで北朝鮮を悪評したブッシュ政権の
アイデンティティを思い起こすとそれの実現可能性はないに等しい。
経済援助や体制保障を提示することである。つまり、このゲームでは、ルールが守られていないことが確認された
時点で、条件は破棄されることを意味する。もちろん、条約の破棄が意味するのは体制保障をしないことを意味す
るため、米国の軍事行動も条約破棄以後には米国の選択肢の一つになりうる。それは北朝鮮にとっては大きな脅威
になるに違いない。このゲームで米国は表面上は北朝鮮に協力するが、裏では北朝鮮に核開発戦略を諦めさせ、絶
対的に協力してもらうよう、北朝鮮を脅迫しているのである。また、北朝鮮は裏切り（核開発）の機会費用が高す
ぎることがわかればきっと裏切り戦略を止め、協力するはずである。
　まず、ナッシュ均衡解を求めよう。このゲームは完全情報ゲームであるため、後ろの選択肢から解いていくバッ
クワード・インダクション解法で求めていく。最後に決定するのは米国である。最後のゲームの枝として米国の戦
略は③´、④´、⑤´があり８、北朝鮮の選択肢としては、③と⑤戦略がある。米国は①と②戦略の中では②戦略が
報酬が大きいため、②戦略をとる。米・朝ともに③´が④´より報酬が大きいが、③´と④´は比較の対象ではな
い。ゲームの大きな技がそもそも異なるのである。④´の比較対象は⑤´であり、両国ともに⑤´の報酬が大きい
ため、④´は戦略として採択されない。従って、最終的に選択の対象となるのは③´と⑤´である。この③´と⑤´
に関する選択は、米国にとって①と②に関する選択ととりかえることができる。そして、②戦略の報酬（厳密には
⑤´戦略の報酬）が大きいため、米国は北朝鮮の要求を条件付きで受け入れる戦略をとる。従って、（②、⑤、⑤´）戦
略の組み合わせがナッシュ均衡解となる。ここで、注意したいのは、米国の③´戦略の結果として、北朝鮮が核開
発に成功し北朝鮮の報酬であるｐが５以上（p≧５）となった場合を想定すると、なおさら米国は②戦略をとらな
ければならないということである。つまり、米国は自国が北朝鮮に対し北朝鮮が要求する体制保障と経済支援を約
束しないことの機会費用が、北朝鮮の要求案を受け入れる場合よりも機会費用が高いことを認識する必要がある。
緩い制裁を継続することで、北朝鮮の核開発が成功したり、弾道ミサイルの実験が米国本土に向け行なわれ、着弾
できたりするような状況を考えると、米国の合理的選択肢は自ずと北朝鮮に対し、協力的戦略をとったほうがいい
ということになる。
　＜図２＞の条件付きの米朝ゲームで大事なのは、米国が先に北朝鮮の要求を受け入れることである。それが先行
されないと、＜図１＞の威嚇ゲームに戻ってしまう。ただ、＜図２＞ゲームでも米国は強気の非協力的戦略はとれ
ない可能性が高いため、北朝鮮に影響力の強い国との連携が重要となってくる。その意味で、６ヶ国協議と中国の
役割は非常に大きい。特に、前述したように、北朝鮮経済にとって中国は必要条件であるため、中国からの制裁は
北朝鮮経済へ大きな打撃を与えるはずである９。
　＜図１＞と＜図２＞のゲームではっきりしているのは、軍事的衝突はプレイヤーの片方が勝ち、他方が負けてし
まうというゼロサムゲームに非常に近いということである１０。しかし、ゲームのルールを変えることにより、米国と
北朝鮮は互いが協力できる非ゼロサムゲームに変えることができ、互いに自国の利得を大きくしていくことができ
る。そのためには、ルールの変更が重要で、しかもルールは互いにとって自己拘束的な１１ものである必要がある。北
朝鮮問題が国際社会において、非常に重要な懸案課題として浮上し十数年が経ったにもかかわらず、悪化一路にあ
るのは、北朝鮮の裏切り行為と、米朝を含めた周辺関係国の戦略が自己拘束的ではなかったためである。自国の戦
略が相手国に信憑性を与えるためには、自国の戦略は機会費用が高いものでなければならない。つまり、自国の戦
略が信頼できない際、自国の損失は自国の戦略により得られる利得ほど大きなものを設定しなければならない。と
－７８－
８ 前述したように、北朝鮮から６０㎞ほどしか離れておらず、韓国の首都ソウルは人質のようなものである。そのため、本来な
らば③´の対抗戦略として、強い制裁も米国の選択肢の一つではあるが、米国の北朝鮮への軍事制裁は非常に実現可能性が
低いのである。
９ 北朝鮮経済に及ぼす中国の影響に関しては、平岡・尹（２００５）を参照されたい。
１０ 戦争ではどちらも災難を避けることは考えられないため、完全なゼロサムゲームにはならないが、負けた側からすれば負
けて得することはないためゼロサムゲームに近いと言える。
１１ 一例として、日本では自動車の走行は米国と違って左側となっている。このような状況下でも、もしも、左ハンドルの外車
を運転する人でも必ず運転は右ハンドルよりも難しいだろうが、左側走行をする。その理由は、左側走行という戦略が右ハ
ンドルよりも運転が難しいはずの左ハンドルで運転者にとっても、利得が大きいからである。このように、自己の行動を拘
束することにより、総合的に自己の利得を大きくすることを自己拘束的と表現する。詳しくは權（２００３）を参照されたい。
ころが、これまでの自己拘束的戦略は KEDO（朝鮮半島エネルギー開発機構）への重油支援と金大中政権以後の韓
国政府の南北交流拡大ほどである。ちなみに、実現の可否は問わず、韓国内の米軍の全面撤収、核査察の際の核開
発の再確認に対する金正日総書記の国外追放などが自己拘束的戦略の一例としてあげられる。
Ⅲ．ゲーム理論の枠外の観点から一言
　ゲーム理論の枠外で北朝鮮問題の解決のためにできることもある。金大中政権以来継続してきた太陽政策に対す
る風評は非常に厳しいものだが、韓国と北朝鮮の物的交流はもちろん、人的交流の拡大はかつて資本主義を経験し
たことのない北朝鮮の人たちにとっては生涯最大のショックになったかもしれない。それは、韓国だけでなく、日
本や中国との交流も同じ役割をするはずである。資本主義が理想的な思想であるかどうかは別として、かつて社会
主義国家の人民たちがそうだったように、北朝鮮の人民たちも資本主義を土台とした社会で今と比べ少しでも豊か
になる権利がある。北朝鮮周辺国の大きな役割として、北朝鮮の人民が資本主義に触れる機会が少しでも多くな
り、少しでも多くの人たちがその機会に恵まれるよう、手助けする必要がある。そういった意味からしても、本稿
の＜図２＞でも確認したように、両国を含む関係国が条件付きの協力戦略をとることは、北東アジア全体の繁栄に
向けての大きな一歩となるにちがいない。現在行われている北朝鮮への経済制裁と交流の断絶は凍土の北朝鮮をさ
らに凍らせる。ミサイル発射はその証拠として認識すべきである。北朝鮮を変えられるのは良くも悪くも資本主義
の力ではなかろうか。
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